
令和６年度普通会計決算

自主財源

6,042

59.3%

依存財源

4,149

40.7%

県税

3,671 

36.0%

繰入金

702 

6.9%

繰越金

164 

1.6%

諸収入

1,265 

12.4%

その他

240 

2.4%

地方交付税

1,719 

16.9%

国庫支出金

1,174 

11.5%

県債

668 

6.6%

その他

588 

5.8%

歳入

１兆192億円

（注）普通会計とは、一般会計と特別会計を合算して、会計間のお金の移動を控除したものです。地方公共団体ごとに設置されている特
別会計が異なることから、統一的な基準の下に自治体間の財政比較を行うことができるようにするために、地方財政の統計上で用
いられる会計区分です。

（注）項目ごとの四捨五入のため、合計が一致しない場合があります。
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➢ 必ず支払わなければならない経費（義務的経

費）の増加

定年延長に伴い、退職手当が２年に１度の支給と

なったことにより、前年度比で退職手当支給額が増

加したほか、人事委員会勧告を反映し、職員給与費

も増加したため、人件費が増額となりました。

各 種 財 政 指 標 の 推 移

令 和 ６ 年 度 の 決 算 額 の 概 要

8,583 
8,089 8,109 7,715 7,539 7,651 

9,293 
10,741 10,355 9,855 9,744 

4,865 4,514 4,135 3,292 
2,676 

2,189 
1,205 

623 229 231 

H21 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

震災対応分 通常分

12,953 12,623
1１,850

10,831
10,327

1１,482
11,946

10,978
10,084 9,975

単位：億円

３年連続 歳出「減」

将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示す将来負担
比率は130.8％で、10年連続で都道府県平均を下回って
います。

都道府県平均を下回る将来負担

171.8 169.9 171.7

164.6
161.9
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135.3

130.8

175.6 173.4 173.1 173.6 172.9 171.3

160.3

154.4
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宮城県 都道府県平均

震災対応分は、ハード面の復旧・復興事業の進捗により
減少し、通常分は新型コロナウイルス感染症対策費などが
減少したため、全体として３年連続で減少しています。

～「宮城の将来像」の実現と
持続可能な財政運営に向けて～

東日本大震災からの復旧・復興に向けては、ハード面

の復旧・復興が概ね完了したため、被災者の心のケアな

ど実情に応じたきめ細かな対策に継続的に取り組んでい

く必要があります。

また、高齢化に伴い社会保障関係経費が増加している

中で、物価・賃金・金利といった価格の上昇にも適切に

対応しながら、本格的な人口減少局面を見据えた施策へ

の対応、大規模化・多様化する自然災害への備えが求め

られるなど、さらなる財政需要が見込まれるため、県財

政を取り巻く環境は引き続き厳しいことが予想されます。

今後も、みやぎ財政運営戦略（第４期）に基づく対策を

着実に実施し、「新・ 宮城の将来ビジョン」に掲げる

「宮城の将来像」の実現と持続可能な財政運営に向けて、

全力で取り組んでいきます。

単位：億円

義務的経費

3,469

34.8%

投資的経費

1,421

14.2%

その他

の経費

5,085

51.0%

人件費

2,157 

21.6%

扶助費

181 

1.8%

公債費

1,132 

11.3%

普通建設事業費

1,364 

13.7%

災害復旧費

57 

0.6%

補助費等

2,882 

28.9%

貸付金

1,099 

11.0%

積立金

449 

4.5%

物件費

437 

4.4%

その他

219

 2.2%

歳出

9,975億円

単位：％
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➢ 県債発行額が前年度比で減少

県債発行額は、臨時財政対策債の発行を行わな

かったほか、交付税措置のない県債発行を抑制する

など、将来世代の負担に繋がる県債発行を前年度比

で110億円減少させました。

県債発行額は、平成元年以降で最も少なく、将来

世代へ負担を残さない財政運営を心がけています。

◆物価高騰対策

○ＬＰガス利用者の負担軽減に向けた支援 ○学校給食の食材価格高騰分への助成

○畜産農家に対する配合飼料購入費への助成 など

令 和 ６ 年 度 の 取 り 組 み

○不妊治療費用の助成など、妊娠・出産を望む方が望を叶えられる環境の整備

○産後ケアサービスの受皿を確保するための支援 ○大学生へのパッケージ型インターンシップの実施

○市町村が行う地域の実情に応じた少子化対策の支援 など

○マイナンバーカードを活用したアプリの提供 ○キャッシュレス決済の導入に向けた決済端末の導入

○オンライン決済機能を追加した電子申請システムの構築 ○ＤＸ関連の新たなビジネスモデルの創出

など

◆人口減少対策

◆ＤＸによる変革みやぎ

３年連続 借金「減」 ３年連続 貯金「増」

10,371 9,937 9,615 9,259 8,952 9,025 8,977 8,934 8,929 8,909 

5,577 5,762 5,895 5,997 6,056 6,059 6,167 5,895 5,570 5,173 

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

臨時財政対策債 その他県債

15,256 15,008 15,084 15,144 14,829 14,499
14,082

臨時財政対策債の減少や、県債発行を抑制したため、県
の借金である県債残高は、３年連続で減少しています。

420 402 431 429 408 401
396

405 407 410

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6

県の貯金に相当する財政調整関係基金の残高は、前年度より

３億円多い410億円となり、３年連続で増加しました。

単位：億円単位：億円

15,947 15,699 15,510

臨時財政対策債…
国の財政事情により交付されなかった地方交付税の代わりに発行する県債。
後年度に国が交付税を措置して返済する。

※高いほど借金（県債）や将来支払いする可能性のある負担などの割合が
大きい。財政状況悪化により財政の健全化が必要となる基準は400.0％。

柔軟な予算配分が
難しい状況が続く

県が自由に使えるお金のうち、人件

費や借金返済に充てるお金（公債費）

など、支出が避けられない必要な経費

が占める割合（経常収支比率）は、

95.4％と依然として高くなっており、

柔軟に予算を配分することが難しい状

況が続いています。

（令和6年度の全国平均：92.2％）

今後も、人件費の上昇など支出が避

けられない経費が増加することが想定

されるため、健全な財政運営を心がけ

ていきます。
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